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議論の背景

 固定価格買取制度(FIT)の適用を受けているものについては、FIT制度で固定費も含
めた費用回収が行われているため、容量市場に参加し、対価を受け取ることはできない
が、バイオマス混焼設備については、バイオマス燃焼分の電力量(kWh)のみがFITによる
買取りの対象となっていることから、買取対象となっていない部分については容量市場か
らの支払いを受けることを認めるか論点となっていた。

 この点に関して、石炭混焼を行っているバイオマス発電設備については、バイオマス専焼
の場合と比べて低コストで事業を実施できているのではないか、との指摘がされており、調
達価格等算定委員会においてコスト構造の検証が行われない限りバイオマス専焼設備
を基にした価格区分が適用されるFITと容量市場の併用は認められないと制度検討作
業部会中間取りまとめにおいて整理された。

 この点に関して、調達価格等算定委員会において石炭混焼を行っているバイオマス発電
設備についてのコスト構造や今後のFIT制度における取扱いについて検証が行われ、調
達価格等算定委員会意見として取りまとめられたため、その内容を踏まえ、容量市場に
おけるバイオマス混焼設備の取扱いについてご議論いただきたい。
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参考: 制度検討作業部会における過去の議論

第23回 制度検討作業部会 資料3





石炭混焼設備の扱いについて

 調達価格等算定委員会における検証では、石炭混焼設備はバイオマス専焼設備を基にした価
格区分の想定値よりも低い費用で事業が実施できており、既に自立可能な水準に達していること
が確認された。

 その結果、石炭混焼設備については、
 バイオマス燃料区分によって段階的にFIT制度の新規認定対象から外れ、
 既に認定を受けている設備については、容量市場に参加する場合はFIT制度の対象から外れ
ることとされた。

 従って、容量市場側から見た石炭混焼設備の取扱いについても、FIT制度の対象とされる期間内
に認定を受けた設備は、容量市場とFIT制度どちらの適用を受けるか事業者が選択することとして
はどうか。なお、2019年度以降（一般廃棄物等との混焼については2021年度以降）の新規
設備については、FIT制度という選択肢がないため、容量市場に応札することができる。

2020年度 2021年度以降2019年度2018年度以前

一般木材等・未利
用材・建設資材廃
棄物と石炭の混焼

一般廃棄物その他
バイオマスと石炭の
混焼

既認定案件はFIT
制度の適用を受け続
けるか、容量市場に
参加するかどちらかを
選択

FIT制度の対象とされる期間内に認定を受け
る設備はFIT制度の適用を受け続けるか、容
量市場に参加するかどちらかを選択

FIT制度の対象外となるため、容量市場に参加可能

FIT制度の対象外と
なるため、容量市場
に参加可能

バイオマス燃料区分

FIT認定タイミング
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参考: 調達価格等算定委員会における議論

第43回 調達価格等算定委員会 資料3
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参考: 調達価格等算定委員会における議論
第43回 調達価格等算定委員会 資料3
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参考: 混焼設備におけるFIT買取価格の上限設定 (1/2)

既認定案件による国民負担の抑制に向けた対応
（バイオマス比率の変更への対応）
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参考: 混焼設備におけるFIT買取価格の上限設定 (2/2)

既認定案件による国民負担の抑制に向けた対応
（バイオマス比率の変更への対応）
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FIT制度においてバイオマス比率の管理を行わない混焼設備の扱い

 FIT制度上、ごみ処理施設(一般廃棄物処理施設・産業廃棄物処理施設)のうち焼
却施設に設置されるバイオマス発電設備については、認定時に全体のバイオマス比率は
設定されるものの、構造上、その厳密な管理を行うことは極めて困難であることから、年
単位での上限管理や月単位での買取上限の設定を行わないことが認められている(申
請により月単位での買取上限の設定を行うことも選択できる)。

 FIT制度におけるバイオマス比率の管理がされない場合、バイオマス発電量の実績によっ
ては、容量市場とFIT制度の間で二重払いが発生する懸念が存在するため、このような
バイオマス混焼設備については、事業者ごとに下記いずれかの方式を選択できることとし
てはどうか。

1. FIT制度において月単位での買取上限の設定を行う旨申請した上で、バイオマス発
電部分については買取上限の範囲内でFIT制度からの支払いを受け、非バイオマス
発電部分(FIT買取上限の範囲外)については容量市場からの支払いを受ける

2. 買取上限の設定を行わず、実績のバイオマス発電量に応じてFIT制度に基づく支
払いを受けるが、容量市場へは参加をしない
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参考: ごみ処理施設についての適用除外

既認定案件による国民負担の抑制に向けた対応
（バイオマス比率の変更への対応）


